
 

 

2025 年 9 月 19 日 

一般社団法人日本化学工業協会 

 

カーボンニュートラル、循環型社会の実現に向けた日本の化学産業
のスタンス：社会変革を牽引するソリューションプロバイダー 
 
●はじめに 
 

日本の化学産業は、さまざまな機能を持つ素材の提供を通じて産業全体の基盤・

イノベーションを支えています。そうして生み出された製品は、環境や水の浄化、再生

エネルギーの利用、省エネ・省資源、情報社会の発展、医療の進歩、食糧の安定供

給、廃棄物の再資源化など、あらゆる分野で人々の生活向上をもたらすと同時に、持

続可能な開発の観点でも多大な貢献をしています。このような化学産業の貢献の多

様性は他産業に見られない特長であり、化学の無限の可能性を示すものです。プラ

スチック製品とゴム製品も含めた“広義の化学工業”の 2022 年の出荷額は約 51 兆

円、付加価値額は約 18 兆円であり、日本経済に大きく貢献しています。また、従業者

数は約 96 万人にのぼり、雇用面でも国民の生活を支えています。 

日本の化学産業は、2050 年カーボンニュートラルと循環型社会の実現において、

その基盤技術とさまざまな素材供給力により極めて重要な役割を担うセクターです。

カーボンニュートラルと循環型社会の実現を、単なる環境規制への対応ではなく、社

会全体の変革を牽引する「ソリューションプロバイダー」として、持続的な成長と国際

競争力強化のための戦略的機会と捉えています。 

2025 年に閣議決定された地球温暖化対策計画、GX2040 ビジョン、第 7 次エネル

ギー基本計画、これら 3 つの計画・ビジョンは、「脱炭素化」を「成長戦略」と位置づけ、

積極的に投資とイノベーションを進めることが求められるという強いメッセージを発し

ています。これらの計画が具体的な成果を生み出すためには、産学官が一体となっ

て、粘り強く、かつスピード感を持って取り組むことが求められます。 

化学産業は、石油などの化石資源を原料とし、多くのエネルギーを消費するため、

二酸化炭素（CO₂）排出量が非常に多い産業です。カーボンニュートラルと循環型社

会の実現に向け、化学産業は「化石資源からの脱却」と「製造プロセスの改革」という

大きな課題に直面しています。日本の化学業界にとって、この巨大な産業構造の転

換には、技術的・経済的な課題も山積しており、政府の強力な支援、安価で安定的な

脱炭素エネルギーの供給、そして国際競争力維持のための政策的な配慮が不可欠

であるとも化学業界は強く認識しています。 



 

 

今回、2050 年のカーボンニュートラルが実現された姿を思い描き、現在そして将来

における技術、経済性、社会の変化を鑑みながら、カーボンニュートラル実現に向け

た化学業界として実現すべき目標とその実現に向けた課題、手段を改めてここに整

理しました。 

 

●化学業界として実現すべき目標 
 

1. 「自律的な変革者」として、実質排出ゼロ・資源循環型の生産システムを確立する 

化学産業自らが、製造プロセスにおける温室効果ガス（GHG）排出を極限まで削減

し、資源利用の循環性を最大化するシステムを構築します。 

• エネルギー転換の加速と革新的プロセスへの挑戦:  

o 製造プロセスにおける電力・熱源を、化石燃料から太陽光、風力、原

子力等、脱炭素エネルギー由来の電力、CO₂フリー水素、CO₂フリーア

ンモニアなどへ大規模に転換。具体的には、アンモニア加熱ナフサ分

解炉などの革新的なプロセス技術の実用化を推進します。 

o 高効率化・省エネルギー化に向けた設備投資や技術導入を継続し、

CO₂排出量を削減します。 

• 生産プロセスの最適化と高効率化:  

o AI や IoT、デジタルツインなどのデジタル技術を駆使し、生産プロセス

全体のエネルギー効率を最大化し、排出量を継続的に削減します。 

• 革新的な原料転換の推進:  

o 石油などの化石資源依存からの脱却を目指し、バイオマス由来原料

や、CO₂を直接利用する CCU（Carbon Capture and Utilization）技術に

よる化学品製造を拡大します。 

o 使用済みプラスチックを再び化学品原料として利用するケミカルリサイ

クルを中核に据え、炭素循環型サプライチェーンの構築を推進します。 

2. 「ソリューション提供者」として、社会全体の脱炭素化と資源循環を強力に後押し

する 

化学産業は、その高機能な素材や技術の供給・提供を通じて、他産業を含む社会

全体の脱炭素化と資源循環を強力に後押しする「縁の下の力持ち」としての役割を強

化します。 



 

 

• 脱炭素社会の実現に不可欠な高機能素材の供給:  

o 太陽電池、蓄電池、燃料電池、風力発電ブレード、水素製造・貯蔵・輸

送に必要な材料など、脱炭素エネルギーの創出、貯蔵、利用効率を高

めるための革新的な素材を開発・供給します。 

o 自動車等の軽量化、建築物の長寿命化や高断熱化、電子機器の高効

率化など、あらゆる産業でのエネルギー消費削減に貢献する素材を提

供します。 

• 資源循環型社会の構築を加速する製品・技術の提供:  

o ケミカルリサイクルによる高品質な再生プラスチック原料など、リサイク

ル材の市場拡大と利用促進を図ります。 

o リサイクルしやすい製品設計への貢献や、生分解性プラスチック、環境

配慮型素材の開発と普及を通じて、資源循環型社会の構築を加速さ

せます。 

3. 「共創の担い手」として、国内外の連携とイノベーションを推進する 

カーボンニュートラルと循環型社会の実現は、化学産業単独では達成できません。

業界内外、国内外のパートナーとの連携が不可欠です。 

• 産学官連携の強化:  

o 政府、大学、研究機関と連携し、基礎研究から大規模な社会実装まで

を一貫して推進します。特に、グリーンイノベーション基金、GX 経済移

行債などの公的支援を最大限に活用します。 

• サプライチェーン全体での協働:  

o 原料供給から最終製品、そして使用済み製品の回収・リサイクルに至

るまで、サプライチェーン全体での CO₂排出削減と資源循環に取り組

むための連携を強化します。 

• 国際的なルール形成と技術展開:  

o カーボンニュートラルや資源循環に関する国際的な標準化、ルール形

成に積極的に参画し、日本で培った技術やノウハウを海外に展開する

ことで、グローバルな課題解決に貢献します。 

• 国民への理解促進と対話:  

o 化学産業のカーボンニュートラル・循環型社会への貢献と、それに伴う

コスト増や社会変革の必要性について、国民の理解を深めるための積

極的な情報発信と対話を行い、市場の構築・拡大に努めてまいります。 

 



 

 

 

●実現に向けた課題 

上記の「あるべき姿」を実現するためには、日本の化学産業は多岐にわたる複雑

な課題を克服する必要があります。 

1. 技術的課題：革新技術の開発と社会実装のハードル 

• 大規模かつ安価な CO₂フリー電力・熱源の確保:  

o 化学プラントが大量に消費するエネルギー（電力と高温プロセスで必

要な熱源）の脱炭素化が大きな課題です。日本国内で調達可能な脱

炭素エネルギーの供給拡大と、そのコスト低減が不可欠です。また、ア

ンモニア加熱ナフサ分解炉などの未確立技術の実用化には、莫大な

研究開発と実証が必要です。 

• 革新的な原料転換技術の確立と規模化:  

o バイオマス由来原料の実用化は徐々に進展していますが、幅広い品

質のバイオマスを原料として使いこなす技術開発が量的拡大に向けて

必要です。また、CO₂利用技術（CCU）においてはエネルギー効率向上

とコスト削減が喫緊の課題です。現状では、CCU 技術の多くは実用化

レベルには至っていません。 

o ケミカルリサイクルの技術は進展していますが、多様な種類の廃プラス

チック（混合、複合、汚染されたものなど）に対応できる処理技術の確

立、処理量の大規模化、そして効率的なプロセス開発が課題です。 

• 脱炭素社会の実現に不可欠な高機能素材の供給: 

o 太陽電池、蓄電池、燃料電池などの高性能化に貢献する素材は、高

い機能性が求められる一方で、普及を加速するためにはコスト削減も

不可欠です。革新的な技術開発に加え、量産技術の確立が課題となり

ます。 

o これらの分野では、海外企業との競争が激しく、技術開発スピードやコ

スト競争力で優位性を維持し続ける必要があります。 

• 排出削減が困難な既存プロセスへの対応:  

o 一部の既存化学プロセスでは、技術的・経済的に排出削減が困難なも

のも存在します。これらプロセスからの排出をカバーするために、CO₂

回収・貯留（CCS）技術の導入も検討されています。その導入コスト、運

用コストの低減、貯留サイトの確保が大きな課題です。 



 

 

2. 経済的課題：莫大な投資と国際競争力維持 

• 巨額な設備投資と研究開発費:  

o カーボンニュートラル・循環型社会達成に向けた革新技術の開発、既

存設備の転換、製品の高機能化に貢献する素材の新たなサプライチェ

ーン構築には、化学業界全体で莫大な資金が必要となります。これは、

各企業の財務状況を圧迫し、投資判断を慎重にさせる要因となります。 

• 製品コストの上昇と国際競争力低下のリスク:  

o 脱炭素化や資源循環への取り組みは、生産コストの増加に直結する

可能性があります。これにより、GHG 排出量規制が緩い国や、安価な

クリーンエネルギーを享受できる国と比較して、日本製品の国際競争

力が低下するリスクがあります。この「グリーンプレミアム」をいかに製

品価格に転嫁し、市場に受け入れてもらうかが課題です。 

• カーボンプライシングの制度設計と公正な負担:  

o カーボンプライシングの導入は、排出削減へのインセンティブとなる一

方で、コスト増加要因にもなり得ます。国際的な競争条件を考慮した公

正な制度設計と、そのコストをサプライチェーン全体で適切に負担する

仕組みが求められます。 

o 太陽電池、蓄電池、燃料電池などへの新たな高機能素材の供給は社

会全体としては大きな排出削減が見込めるものの、自らの排出は増加

することとなります。社会全体の脱炭素という目標に対し、化学産業の

貢献が評価される仕組みが求められます。 

3. 社会・制度的課題：政策支援と社会受容性 

• 政府による一貫性のある政策支援の必要性:  

o 技術開発、設備投資、インフラ整備など、多岐にわたるカーボンニュー

トラル・循環型社会への取り組みに対し、政府による長期的なビジョン

に基づいた一貫性のある政策支援（補助金、税制優遇、規制緩和、独

禁法面でのガイドラインの明確化、標準化推進など）が不可欠です。特

に、大規模な技術革新には継続的な支援が必要です。 

• 資源循環システム全体の構築: 

o 廃プラスチックなどの効率的な回収・分別から再生利用に至るサプライ

チェーン全体での協力体制の構築が必要です。消費者や他産業の理

解と協力も不可欠であり、社会全体での資源循環への意識向上と行

動変容が求められます。 

• カーボンニュートラルがもたらす価値、コストの社会全体での共有:  



 

 

o 脱炭素化や循環型社会の実現に向けて、これに資する製品の新たな

市場を創造拡張していくことが重要です。上昇するコストや費用も社会

全体で認知し適切に負担しつつ、新たな価値を評価して、社会前提に

根付かせていくことが重要です。調達制度や基準などの制度の役割も

重要です。また、循環型社会の実現には、消費者の行動変容も必要で

あり、リサイクルへの理解促進や、リサイクル材を利用した製品への価

値観醸成が課題です。 

• • ライフサイクル全体での評価の浸透:  

o ケミカルリサイクルなど、製造段階での CO₂排出量が一時的に増える

場合でも、製品のライフサイクル全体で見れば大幅な GHG 排出削減

に貢献するケースがあります。このようなライフサイクル思考での評価

を社会全体に浸透させ、適切な評価基準を確立することが課題です。 

• 中小企業の対応支援:  

o 大企業に比べてリソースが限られる中小化学企業が、カーボンニュー

トラルや循環型社会に対応できるよう、技術支援、情報提供、資金調

達支援などを強化する必要があります。 

4. 人材・技術承継の課題 

• 脱炭素・循環技術を担う人材の育成と確保:  

o 新たな技術開発や既存プロセスの転換を担う、専門知識を持つ研究者

や技術者の育成と確保が急務です。既存設備の知見を持つベテランと、

新たな技術を担う若手の育成・融合が求められます。産学連携による

教育プログラムの強化や、異分野からの人材誘致も必要です。 

これらの課題は複雑に絡み合っており、日本の化学産業が掲げる「あるべき姿」を

実現するためには、個々の企業の努力だけでなく、政府、学術機関、他産業、そして

消費者を含む社会全体との「共創」が不可欠となります。 

  



 

 

 

●実現に向けた手段とその取組の方向性 

日本のエチレン生産量は長期的には減少傾向にあり、国際競争の激化や国内需

要の変化に対応するため、一部のエチレンプラントでは、老朽化や採算性の問題から、

生産能力の最適化や停止の検討も行われ、産業構造の転換が進められています。

一方で、世界のエチレン生産量は全体的に増加傾向にあり、特にアジア、中東、北米

での新規増設が活発です。 

カーボンニュートラル、循環型社会実現には新しいソリューションが求められており、

日本の化学産業にとっておおきな成長機会と捉え、脱炭素技術のみならず、エレクト

ロニクス材料、モビリティ関連材料（バッテリー材料など）、ヘルスケア、医療福祉機器

等、高付加価値な機能性化学品へのシフトと強化などを進めています。 

経済産業省は 2021 年 12 月に「トランジションファイナンス」に関する化学分野にお

ける技術ロードマップを公開しました。この中で、「主要な排出源・脱炭素への手法ま

とめ」およびその「技術ロードマップ」が示されています（以下、「トランジションファイナ

ンス」に関する化学分野における技術ロードマップ資料からの抜粋）。 

 

２．化学産業について｜（５）主要な排出源・脱炭素への手法まとめ

基礎製品

誘導品

最終製品

リサイクル

分野

無機化学
（苛性ソーダ、産業ガス）

主な排出源

• ナフサ熱分解時における熱及びエネルギー
利用

脱炭素への手法

• 省エネ技術等の活用
• ナフサ分解炉の熱源脱炭素化
• 人工光合成等の活用による原料の転換

• 基礎化学製品からの重合等による熱及び
エネルギー利用 • 熱及びエネルギー利用時の燃料転換・電化

• 製品成形時の熱及びエネルギー利用 • 省エネ技術等の活用
• 熱及びエネルギー利用時の燃料転換・電化

• 廃プラ等燃焼時による排出
• リサイクル時のエネルギー使用

• ケミカル・マテリアルリサイクルの拡大
• ケミカル・マテリアルリサイクルの効率向上、
低炭素化プロセスの開発

• 苛性ソーダ、産業ガス製造時における電解
等よる熱及びエネルギー利用

• 省エネ技術等の活用
• 熱及びエネルギー利用時の燃料転換・電化

石油化学
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「トランジションファイナンス」に関する化学分野における技術ロードマップ資料 P.24 



 

 

 

 

３．カーボンニュートラルへの技術の道筋
②-1 技術ロードマップ（ナフサ分解、原料転換、最終製品）

ナフサ分解
（含む燃
料転換）

石油化学
基礎製品

原料転換

• 省エネ・効率化と燃
料転換でCO2排出
削減を目指す。

• CO2回収の導入。
天然ガスへの転換

水素・CO2、合成ガスからメタノール生成

MTO・ETO

人工光合成

CO2を原料とした機能性化学品の生成

+CCUS

+脱炭
素電源
/CCUS

省エネ・高効率化：運転方法の改善、排出エネルギーの回収、プロセスの合理化、設備・機器効率の改善

• CO2やバイオマスを
原料とした生産技
術を確立する。

• e-fuelなど合成燃
料の活用も考えられ
る。

• 再エネの利用でプロ
セス排出がゼロにな
れば脱炭素とみなせ
る。
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CO2からオレフィン等の炭化水素生産

バイオマスを原料とした基礎化学品の生産

バイオマスによるポリマーおよび原料の生産

アンモニア・水素等への燃料転換

オフガスメタンの原料化

脱炭素化への方向性
（他分野との連携で更に推進）

最終製品

N₂O等抑制技術

• 各種効率化・GHG
排出削減技術。高効率生産技術

+脱炭
素電源
/CCUS

軽量強化部材（セルロースナノファイバー等）

CO2からメタン生産

2020 2030 2040 2050

※P７ に示すような他産業の脱炭素に貢献する製品（エコプロダクツ）は、化学分野の低・脱炭素化を扱う本技術ロードマップの対象とはしていないが、トランジション・ファイナンスの対象にはなりうる。

３．カーボンニュートラルへの技術の道筋
②-2 技術ロードマップ（リサイクル、無機化学、自家用）

リサイクル
（原料循環）

ケミカルリサイクル（廃ゴム）

ケミカルリサイクル（廃プラ）

CO2分離回収

• マテリアル・ケミ
カルリサイクルを
拡大する。

• 他産業や自治
体との連携も
重要となる。

+脱炭
素電源
/CCUS

自家用蒸気・
自家用電力
（燃料転換）

天然ガスへの転換

各種省エネ・高効率化：ボイラーの小型化、運転管理、誘因通風機のインバータ化、省エネ型スチームトラップの適用範囲拡
大、コジェネレーション

• 省エネ・効率化
と燃料転換で
CO2排出削減
を目指す。

• CO2回収・電
化も考えられる。

CO2分離回収（化学プロセス・コジェネボイラ等）

脱炭素化への方向性
（他分野との連携で更に推進）

マテリアルリサイクル

• 省エネ・効率化、
再エネ転換。

• 他産業や自治
体との連携も
重要となる。

電解ソーダ 各種省エネ・高効率化：高度制御/設備の更新・高効率化/ゼロキャップ電解槽の導入/複極式電解槽の導入/濃縮設備の熱
回収等

産業ガス 各種省エネ・高効率化：高効率の深冷分離装置等の導入、ポンプ・圧縮機等のインバーター化、配送基地の見直し等

+脱炭
素電源
/CCUS

無機
化学

＋自家用蒸
気・電力の
脱炭素化

+脱炭
素電源

+脱炭
素電源

【複数分野に関わる技術】

バイオマスへの転換
水素・アンモニア等への燃料転換

電化

2030 2040 20502020
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「トランジションファイナンス」に関する化学分野における技術ロードマップ資料 P.31 

「トランジションファイナンス」に関する化学分野における技術ロードマップ資料 P.33 



 

 

ロードマップで示された技術の実現に向けて、産学官連携による研究開発や実証

プロジェクトが進められています。特に、サプライチェーン全体での排出削減や、革新

的な技術（例：人工光合成、CCUS/CCU）の開発に注力されています。このロードマッ

プに則して新技術の開発、社会実装は確実に進展していますが、一方で、多くの技術

的課題はロードマップにも示されている通り、種々の革新的施策は、その商用化まで

には開発と実証が必要であり、社会実装は 2030 年以降と見込まれる中、2030 年に

向けては、生産能力の最適化や、BAT の積極的導入による省エネ推進、高効率化推

進、原燃料転換を進めてまいります。 

この技術ロードマップの見直しにおいては、諸施策を加速させるべく、日化協として

も積極的に参画してまいります。 

資源循環型社会の構築にも欠かせないケミカルリサイクルの実装においても各個

社での検討が進捗し、2030 年度には合計で数十万 T/Y 規模の事業化計画が公表さ

れています(表-1)。 

 

 

  



 

 

 

●まとめ 

日化協が描く「あるべき姿」は、化学産業が自らの変革を通じて持続可能な生産シ

ステムを確立しつつ、その独自の技術と製品で社会全体の脱炭素化を強力に後押し

する、というものです。また、化学産業が単なる「消費」の主体から、「資源を創造し、

循環させる」主体へと変革することです。 

これは、日本が世界をリードする脱炭素社会・循環型社会を築く上で、化学産業が

果たすべき使命であり、新たな成長機会でもあると認識しており、種々の施策の具現

化、社会実装を進めてまいります。 
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